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意見該当箇所 

頁 行 

⑦御意見 

（200字を超える場合は 200字以内の要旨も記載） 

１３ １５ 【要旨】 

「河川整備計画の目標と同程度の安全度を確保」について、「近代記録の最大洪水を

防ぐ程度の安全度を確保」とすべきである。 

【意見】 

16ページ 8～9行、20ページ 8行にも同様の言葉があるが、いわゆる河川整備計画

の基本方針は高く設定、河川整備計画の目標流量は現実的な目標が設定されている。

ダブルスタンダードとなっており、まず、ダブルスタンダードを解消すべきである。 

 愛媛県肱川水系の例では､６３００㎥/s と５０００㎥/s と二つの計画流量があり、

６３００㎥/sは、歴史上６３００㎥/sと推定されるような洪水はなく、机上の計算に

すぎない。５０００㎥/sについては、昭和１８年と２０年の洪水は、５０００㎥/sと

されている。「河川整備計画の目標と同程度」は再検討すべきである。 

 したがって、「近代記録の最大洪水を防ぐ程度の安全度を確保」とすべきである。 
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１５  ９ 【要旨】 

「既存施設の機能増強を目的としたもの」については、検証の対象とすべきである。 

次の行の「ダム本体工事の契約を行っているもの」についても同様である。 

【意見】 

 今日、新規ダムの建設ができなくなり、既存ダムの再開発事業が考えられている。

しかし、愛媛県肱川水系の鹿野川ダム改造事業の世界最大級の直径 11.5ｍのトンネル

洪水吐のように、①流域委員会の途中で挿入され、委員の議論もなく、事務局説明の

まま何となく通り抜けてしまったようなずさんな計画、②肱川支流に計画されている

山鳥坂（やまとさか）ダム以上に、下流に河川環境悪化をもたらすと考えられるにも

かかわらず環境影響評価の調査範囲は、ダム下流わずか５km の支流との合流点まで

しか調査対象範囲とされておらず、トンネル洪水吐については流域委員会でもそれに

続く環境検討委員会でも議題にされていない。③市民に対する説明会も予定はなく、

市議会で「市民に説明しないのか」と追及され、仕方なく説明会を行ったが、翌週に

関連工事に同時着工した。6月 17日、肱川漁協総代会は、全員一致で山鳥坂ダム反対

決議とともに鹿野川ダムトンネル洪水吐反対を決議した。漁協のこのような状況で、

トンネル洪水吐を来年にも強行着工しようとしているのである。 

 既存施設の機能増強といいながら、新規ダム建設以上のこのような実態について、

検証の対象から除くべきでないことは明らかであり、「既存施設の機能増強を目的と

したもの」についても検証の対象とすべきである。 
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１６ ２４ 【要旨】 

「検討主体」について、住民をふくむ委員会などの新たな制度が設計されるべきで

あり、司法の三審制や市民参加の司法制度改革のような「検討主体」が考えられる。 

【意見】 

 ダム建設事業についてはアクセルはあっても、ブレーキがないということである。

アクセルとブレーキを同時に踏むことはできない。有識者会議とは、ブレーキとなる

システムをどう制度化するかではなかったのか。これでは自らを放棄したに等しい。

ダム建設計画策定にかかわる流域委員会とともに、「環境影響評価」を行う環境検討

委員会がブレーキの役割を本来は持っているはずであった。国際的環境影響評価では

代替案の検討も行われ、ダム決壊を想定した行動計画まで行われるという。 

 日本の環境影響評価は、地形・地質について、省令で地形・地質とは化石、地層の

遺跡などのこととし、本来の地形・地質問題を「環境影響評価」から排除している。

日本の環境影響評価は、環境影響評価という名前の国際的詐称である。 

 ダム建設を検証しようとする有識者会議の「今後の治水対策のあり方について中間

とりまとめ（案）」が、環境影響評価についての言及がまったくないことは、国際的

恥晒しでしかない。 

 「検討主体」については、事業主体以外の住民をふくむ委員会などの新たな制度の

設計がなされるべきであり、司法の三審制のように複数の「検討主体」、市民参加の

司法制度改革の「検察審査会」のようなものが必要だろう。 
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１８  ６ 【要旨】 

 「関係地方公共団体からなる検討の場」の設置について関係住民については意見を

聞くとしかない。地方公共団体とともに検討の場への市民参加を明言すべきである。 

【意見】 

 これまでの住民参加の委員会とはあからさまに逆方向のものであると考えられる。

新河川法の理念にも反する有識者会議「中間とりまとめ」となっていることである。

新河川法が憲法であれば、有識者会議の合法性すら疑わせるものであることである。

かつてアメリカのアイゼンハワー大統領は、アメリカを各州や町の隅々まで支配する

軍産複合体に警告を発したが、日本においては、いわば官産複合体が支配していると

指摘したのはアメリカの商務省報告である（日本語訳『日本株式会社』昭和 47年）。

アメリカにおける軍需生産のかわりに日本ではダムなどを推進してきたものであり、

今日の巨額財政赤字と長期不況をもたらしてきたとも考えられる。 

 そうした状況をもたらした体制をさらに強化しようとするものとしか思われない。

司法制度改革に見られるように市民参加こそ強化しなければ、亡国の道でしかない。

かつてきた道ではないか。事実、第２の敗戦を見たのである。 
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３５  ９ 【要旨】 

 評価軸としてコストの評価に当たり、「残事業費を基本とする」とされているが、

これは費用対効果を空文化するものであり、当初からの総事業費とすべきである。 

【意見】 

 一体、これを言い出したのは誰なのか、国民の前に名前を明らかにすべきである。

かつて厚労省の審議会で派遣労働を全業界に自由化させたのは、委員長と事務局が、

ひそかに１行を加えたからであったといわれる。この１行を誰が加えたのか。 

 愛媛県肱川水系の山鳥坂ダム建設では３ダムの洪水調節効果を１１００㎥/s と説明

されていたが、洪水調節効果を合計すると１３００㎥/s となり、水増しされていた。

幼稚なまやかしであったが、高度な操作が行われればもはや分からないことである。

コストは残事業費が基本とされるのであれば、評価軸として費用対効果を除外、採用

しないことである。ダム建設の検証の全体を崩壊させるものである。環境影響評価の

無視とともに、費用対効果を無化する問題である。 
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４０  ３ 【要旨】 

 地域振興に対する効果について、「どのような効果があるか」だけでなく、「どの

ような地域の可能性を潰してしまうか」についてもっと注意が払われるべきである。 

【意見】 

 多くの新規ダムの治水効果が疑われながら、環境悪化が懸念されるにもかかわらず

建設されるばかりでなく、地域の多くの可能性を潰すことになっていることである。

山鳥坂ダム建設も既設鹿野川ダムのトンネル洪水吐新設も、この周辺地域の可能性を

潰すものであることである。①鹿野川湖をふくむ山鳥坂地域は、ヤイロチョウが生息

している地域であり、確認数は高知県の県鳥として保護地の「四万十ヤイロチョウの

森」よりも多い。また、クマタカは、山鳥坂のような低空で確認できるのは珍しいと

いわれる。「山鳥坂ヤイロチョウとクマタカの森」として定住地構想を提案したこと

もある。その中に鹿野川ダム湖はある。鹿野川湖は、かつてヘラブナ釣りで全国的に

知られ、著名な芸能人も来ていた。また、鹿野川湖漕艇場として全国から漕艇合宿に

来ていた。しかし、外来魚ブラックバスとモーターボートの疾走のために全国からの

宿泊客は激減。鹿野川湖漕艇場は、山鳥坂ダム建設の地域振興としても、旧建設省が

２０００ｍ×８レーンコース整備を計画したが、町長と地元代議士が拒否、潰れた。

ダム建設や今日のトンネル洪水吐建設のためである。行政は、全国的にとられている

安全対策についても愛媛県ボート協会の要望書にもかかわらず公然と放置してきた。

世界最大トンネル洪水吐は、漕艇場艇庫から桟橋の道のど真ん中に設計されている。

FISA（国際ボート協会）が期待していたアジア初の国際漕艇場が潰れた。 


